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入 力導 波路 と、前記入 力導波路 に接続 したテーパ導 波路 と、前記 テーパ導 波路 に接続 し、前記 入 力導
波路 お よびテーパ導 波路 とともに Y 字形状 を構 成す るよ うに配置 され た 2 本の分 岐導 波路 と、前記 2 本
の分岐導波路の 間 を接続 し、か つ前記 2 本 の分 岐導波路の外側 に突 出 しな いよ うに設 け られ 、前記 テ一
パ導波路か ら離 間す るにつれ て幅 が減少す るよ うに形成 され た複 数の帯状導波路 と、 を備 える。 これ に
よって、 よ リ一層の低損失 を実現 で きる光分岐素子 および光分岐 回路 を提供す る ことがで きる。



明 細 書

発明の名称 ：光分岐素子および光分岐回路

技術分野

[0001 ] 本発明は、光導波路を用いた光分岐素子および光分岐回路に関する。

背景技術

[0002] 従来の光導波路を用いた光分岐素子において、分岐導波路に対 して帯状導

波路を設けることによって、光分岐素子を低損失化する技術が開示されてい

る。たとえば、特許文献 1 ~ 3 では、アレイ導波路回折格子 （A r r a y e

d - W a v e g u i d e G a t i n g : A W G ) のスラブ導波路か らァ

レイ導波路 までの部分に帯状導波路を設け、低損失化を行 っている。 また、

特許文献 4 では、 Y 分岐型の光分岐素子のテーパ導波路か ら分岐導波路 まで

の部分に帯状導波路を設け、低損失化を行 っている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：特許第 3 3 3 8 3 5 6 号公報

特許文献2 ：特許第 4 3 8 5 2 2 4 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 4 _ 3 2 5 8 6 5 号公報

特許文献4 ：特開 2 0 0 6 _ 0 2 3 6 2 3 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0004] しか しなが ら、本願発明者 らが、帯状導波路を備えるY 分岐型の光分岐素

子を作製 し、その特性を精査 したところ、設計上予測された所望の低損失化

が実現できていない場合があるという問題があつた。

[0005] 本発明は、上記に鑑みてなされたものであって、より一層の低損失を実現

できる光分岐素子および光分岐回路を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[0006] 上述 した課題を解決 し、 目的を達成するために、本発明に係る光分岐素子



は、入力導波路と、前記入力導波路に接続 したテーパ導波路と、前記テーパ

導波路に接続 し、前記入力導波路およびテーパ導波路とともにY 字形状を構

成するように配置された 2 本の分岐導波路と、前記 2 本の分岐導波路の間を

接続 し、かつ前記 2 本の分岐導波路の外側に突出しないように設けられ、前

記テ一パ導波路から離間するにつれて幅が減少するように形成された複数の

帯状導波路と、を備えることを特徴とする。

[0007] また、本発明に係る光分岐素子は、上記の発明において、前記複数の帯状

導波路は所定の間隔だけ離間 して設けられていることを特徴とする。

[0008] また、本発明に係る光分岐素子は、上記の発明において、 1 0 本以下の前

記帯状導波路を備えることを特徴とする。

[0009] また、本発明に係る光分岐素子は、上記の発明において、前記複数の帯状

導波路の間を埋めるように設けられ、前記テ一パ導波路から離間するにつれ

て高さが減少するように形成された緩衝導波路をさらに備えることを特徴と

する。

[001 0] また、本発明に係る光分岐素子は、上記の発明において、前記テ一パ導波

路と前記帯状導波路との間は所定のギャップだけ離間 していることを特徴と

する。

[001 1] また、本発明に係る光分岐素子は、上記の発明において、前記 2 本の分岐

導波路および前記複数の帯状導波路は曲線導波路で構成されており、かつ前

記各分岐導波路と前記各帯状導波路とが直交 していることを特徴とする。

[001 2] また、本発明に係る光分岐素子は、上記の発明において、前記 2 本の分岐

導波路および前記複数の帯状導波路は直線導波路で構成されており、かつ前

記入力導波路における光の伝搬方向と前記各帯状導波路とが直交 しているこ

とを特徴とする。

[001 3] また、本発明に係る光分岐素子は、上記の発明において、石英基板上に形

成されていることを特徴とする。

[0014] また、本発明に係る光分岐回路は、上記の発明に記載の光分岐素子が多段

接続 して構成されていることを特徴とする。



発明の効果

[001 5] 本発明によれば、より一層低損失の光分岐素子および光分岐回路を実現で

きるという効果を奏する。

図面の簡単な説明

[001 6] [ 図 1] 図 1 は、実施の形態 1 に係る光分岐素子の模式的な平面図である。

[ 図2] 図 2 は、図 1 に示す光分岐素子の X — X 線断面図である。

[ 図3] 図 3 は、図 1 に示す光分岐素子の Y — Y 線断面図である。

[ 図4 ] 図 4 は、実施の形態 1 の変形例 1 に係る光分岐素子の模式的な断面図で

ある。

[ 図5] 図 5 は、実施の形態 1 の変形例 2 に係る光分岐素子の模式的な断面図で

ある。

[ 図6] 図 6 は、実施の形態 2 に係る光分岐素子の模式的な平面図である。

[ 図7] 図 7 は、帯状導波路の数が 5 である場合に、帯状導波路の第 1 幅を変え

たときの、帯状導波路のステップと光分岐素子の過剰損失との関係を示す図

である。

[ 図8] 図 8 は、帯状導波路の数が 1 0 である場合に、帯状導波路の第 1 幅を変

えたときの、帯状導波路のステップと光分岐素子の過剰損失との関係を示す

図である。

[ 図9] 図 9 は、帯状導波路の数が 1 5 である場合に、帯状導波路の第 1 幅を変

えたときの、帯状導波路のステップと光分岐素子の過剰損失との関係を示す

図である。

[ 図 10] 図 1 0 は、帯状導波路の数が 2 0 である場合に、帯状導波路の第 1 幅

を変えたときの、帯状導波路のステップと光分岐素子の過剰損失との関係を

示す図である。

[ 図 11] 図 1 1 は、実施の形態 3 に係る光分岐回路の模式的な平面図である。

[ 図 12] 図 1 2 は、実施の形態 4 に係る光分岐回路の模式的な平面図である。

[ 図 13] 図 1 3 は、従来の光分岐素子の模式的な平面図である。

発明を実施するための形態



[001 7 ] 以下に、図面 を参照 して本発明に係 る光分岐素子および光分岐回路の実施

の形態 を詳細 に説明する。なお、 この実施の形態 によ りこの発明が限定され

るものではない。 また、各図面 において、同一 または対応する要素 には適宜

同一の符号 を付 している。 さ らに、図面は模式的なものであ り、各層の厚み

と幅 との関係、各層の比率な どは、現実のもの とは異なる場合があることに

留意する必要がある。図面の相互間においても、互いの寸法の関係や比率が

異なる部分が含 まれている場合がある。

[001 8 ] (実施 の形態 1 )

図 1 は、本発明の実施の形態 1 に係 る光分岐素子の模式的な平面図である

。図 2 は、図 1 に示す光分岐素子 1 0 の X — X 線断面図である。図 3 は、図

に示す光分岐素子 1 0 の Y — Y 線断面図である。図 1 に示すように、光分

岐素子 1 0 は、入力導波路 1 と、入力導波路 に接続 したテ一パ導波路 2 と、

2 本の分岐導波路 3 a 、 3 b と、 5 本の帯状導波路 4 a ~ 4 e と、緩衝導波

路 5 とを備 えている。

[001 9] 入力導波路 1 は、略直線状 に形成 されてお り、紙面左側か ら、た とえば 1

. 3 l m帯や 1 . 5 5 m帯の波長の光が入力される。テ一パ導波路 2 は

、入力導波路 1 の光出力側 に接続 されてお り、入力導波路 1 に入力された光

の伝搬方向に沿 って幅が広がるように形成 されている。 2 本の分岐導波路 3

a 、 3 b は、テ一パ導波路 2 の光出力側 に接続 されてお り、曲線導波路で構

成 されている。分岐導波路 3 a 、 3 b は、入力導波路 1 およびテ一パ導波路

2 とともに、 Y 字形状 を構成するように配置 されている。 これによつて、光

分岐素子 1 0 は、 Y 分岐素子 と して構成 されている。

[0020] 図 2 に示すように、分岐導波路 3 a 、 3 b は、石英基板 1 1 上 に形成 され

、かつ上部 クラッ ド層 1 2 に上部 および側部 を囲まれるように形成 されてい

る。なお、入力導波路 1 およびテ一パ導波路 2 も、石英基板 1 1 上 に形成 さ

れ、かつ上部 クラッ ド層 1 2 に上部 および側部 を囲まれるように形成 されて

いる。石英基板 1 1 および上部 クラッ ド層 1 2 は、純石英 ガラス等の石英系

ガラスか らなる。入力導波路 1 、テ一パ導波路 2 、 および分岐導波路 3 a 、



3 b は、石英基板 1 1 および上部 クラッ ド層 1 2 に対する比屈折率差が 0 .

4 % になるようにチタン （T i ) やゲルマニウム （G e ) 等 を添加 して屈折

率 を高めた石英系ガラスか らなる。入力導波路 1 および分岐導波路 3 a 、 3

b の断面のサイズは 7 m X 7 m である。 これによつて、入力導波路 1 お

よび分岐導波路 3 a 、 3 b は、入力される波長 1 . 3 1 从 帯 または 1 . 5

5 m 帯の光をシングル モ ー ドで伝搬することができる。 また、分岐導波路

3 a 、 3 b が形成する円弧の中心 0 に対する分岐導波路 3 a 、 3 b の曲率半

径 R は、入力される光に対する曲げ損失が問題 とな らない程度の曲率半径 と

される。たとえば、分岐導波路 3 a 、 3 b の比屈折率差および断面のサイズ

が上記の値である場合は、曲率半径は 1 5 0 0 0 m とすることができる。

[0021 ] また、テ一パ導波路 2 のサイズは、厚 さは入力導波路 1 と同様 にたとえば

7 mであ り、幅はたとえば 7 mか ら 1 4 m まで幅が広がるように形成

されている。

[0022] つ ぎに、帯状導波路 4 a ~ 4 e および緩衝導波路 5 について説明する。図

1、 3 に示すように、帯状導波路 4 a ~ 4 e は、曲線導波路で構成 されてお

り、分岐導波路 3 a 、 3 b の間を接続 し、かつ分岐導波路 3 a 、 3 b の外側

に突出 しないように設けられている。

[0023] 緩衝導波路 5 は、帯状導波路 4 a ~ 4 d の間を埋めるように設けられ、テ

—パ導波路 2 か ら離間するにつれて高さが減少するように形成 されている。

帯状導波路 4 a ~ 4 e および緩衝導波路 5 も、石英基板 1 1 上に形成 され、

かつ上部 クラッ ド層 1 2 に上部および側部 を囲まれるように形成 されている

。 また、帯状導波路 4 a ~ 4 e および緩衝導波路 5 は、石英基板 1 1 および

上部 クラッ ド層 1 2 に対する比屈折率差が 0 . 4 % になるように Τ ί や G e

等 を添加 して屈折率 を高めた石英系ガラスか らなる。

[0024] 帯状導波路 4 a ~ 4 e についてさらに説明する。テ一パ導波路 2 と、テ一

ノ《導波路 2 に最も近い帯状導波路 4 a との間はギヤ ッ プG だけ離間 している

。ギャップG はたとえば 1 . 5 mである。以下、テ一パ導波路 2 に最も近

い帯状導波路 4 a の幅を第 1 幅W とする。 また、各帯状導波路 4 a ~ 4 e は



、たとえば 2 2 mである所定の間隔 （ステップS ) だけ離間 して設けられ

ており、かつテ一パ導波路 2 から離間するにつれて幅が減少するように形成

されている。たとえば、帯状導波路 4 a の第 1幅Wを 1 4 とすると、各

帯状導波路 4 b 、 4 c 、 4 d 、 4 e の幅は、約 1 0 . 6 m、 7 . 2 m

3 . 8 m 0 . 5 mであり、幅が略線形に減少するように形成されてい

る。また、テ一パ導波路 2 と帯状導波路 4 a との間における緩衝導波路 5 の

高さは3 . 5 mであるため、テ一パ導波路 2 と帯状導波路 4 a との間のギ

ヤップの深さは3 . 5 m となっている。また、ギャップの深さは、帯状導

波路 4 a 、 4 b 間、帯状導波路 4 b 、 4 c 間、帯状導波路 4 c 、 4 d 間で、

それぞれ4 . 8 6 . Ο _ηι 、 6 . 5 _ηι となっている。

[0025] また、各分岐導波路 3 a 、 3 b と、各帯状導波路 4 a ~ 4 e とは直交 して

いる。ここで、たとえば分岐導波路 3 b と帯状導波路 4 e が直交 していると

は、分岐導波路 3 b が形成する円弧の接線の方向 d と、帯状導波路 4 e が

形成する円弧の接線の方向 d 2 とが、互いの接続部において直交することを

意味する。

[0026] なお、この光分岐素子 1 0 は、たとえば、以下の石英系 P L C ( P l a n

a r L i g h t w a v e C i r c u i t ) 作製プロセスを用いて作製す

ることができる。まず、火炎堆積 （F l a m e H y d o l y s i s D

e p o s i t i o n : F H D ) 法により、石英基板 1 1上に、各光導波路を

形成するための Τ ί やG e を添加 した石英系ガラス層を堆積 し、これを透明

ガラス化する。つぎに、形成する光導波路のパターンが描かれたフォ トマス

クを用いて、反応性イオンエッチングを用いたフォ トリソグラフィ、反応性

イオンエッチング法によって、石英系ガラス層を各光導波路の/ 《ターンにな

るように加工する。なお、高さが異なる緩衝導波路 5 は、反応性イオンエツ

チングゃフォ トリソグラフィの条件の調整によつて形成することができる。

[0027] その後、再び F H D法により、上部クラッド層 1 2 を形成するための石英

系ガラスを堆積 し、これを透明ガラス化 して上部クラッド層 1 2 を形成する

。これによつて、光分岐素子 1 0 を製造することができる。



[0028] この光分岐素子 1 0 の入力導波路 1 か ら光を入力すると、入力導波路 1 は

光をシングルモー ドで導波 し、テ一パ導波路 2 に入力する。テ一パ導波路 2

は、入力された光を分岐導波路 3 a 、 3 b にシングルモー ドで入力させるよ

うにモー ド変換する。分岐導波路 3 a 、 3 b は、モー ド変換された光をそれ

ぞれシングルモ一 ドで導波する。

[0029] このとき、帯状導波路 4 a ~ 4 e は、テ一パ導波路 2 と分岐導波路 3 a 、

3 b との間で光の一部が十分に結合できずに放射モ一 ド光 として漏れること

を抑制 し、結合効率を高める効果を有する。その結果、光分岐素子 1 0 の光

損失が低減される。 また、各帯状導波路 4 a ~ 4 e が、テ一パ導波路 2 か ら

離間するにつれて幅が減少するように形成されているので、テ一 《導波路 2

か ら分岐導波路 3 a 、 3 b へのモ一 ド変換がスムーズに行われ、さらに光損

失が低減される。さらには、緩衝導波路 5 が、テ一パ導波路 2 か ら離間する

につれて高さが減少するように形成されているので、各帯状導波路 4 a ~ 4

e が完全に離散化されていない。そのため、モー ド変換がさらにスムーズに

行われるので、より一層光損失が低減される。

[0030] また、各分岐導波路 3 a 、 3 b と、各帯状導波路 4 a ~ 4 e とが直交 して

いるので、互いの結合部でのクロス 卜一クによる光損失を抑制することがで

きる。

[0031 ] また、テ一パ導波路 2 と、帯状導波路 4 a との間がギャップG だけ離間 し

ているので、上部 クラッ ド層 1 2 を形成するための工程において、テ一パ導

波路 2 の近傍で分岐導波路 3 a 、 3 b が互いに倒れ込むようにできる。 これ

によって分岐光導波 3 a 、 3 b 間の間隔を狭めることができるので、テ一パ

導波路 2 か ら出力される光を、より効率よく分岐導波路 3 a 、 3 b に結合す

ることができる。

[0032] ここで、光分岐素子 1 0 では、帯状導波路 4 a ~ 4 e は、分岐導波路 3 a

、 3 b の外側に突出 しないように設けられている。 これによつて、より一層

光損失が低減される。

[0033] 以下、具体的に説明する。図 1 3 は、従来の光分岐素子の模式的な平面図



である。図 1 3 に示す光分岐素子4 0 は、入力導波路 4 と、入力導波路 4

1 に接続 したテ一パ導波路 4 2 と、 2 本の分岐導波路 4 3 a 、 4 3 b と、 3

0 本の帯状導波路 4 4 a ~ 4 4 とを備えている。光分岐素子4 0 は、帯状

導波路 4 4 a ~ 4 4 が各分岐導波路 4 3 a 、 4 3 b の外側に突出している

点が、光分岐素子 1 0 とは大きく異なる。

[0034] このように、帯状導波路 4 4 a ~ 4 4 が、各分岐導波路 4 3 a 、 4 3 b

の外側まで突出している場合、その突出部は先端が固定されていないため、

突出部に対応する導波路パターンが、上部クラッド層 1 2 を形成するための

工程において、互いに倒れ込むことによって大きく変形する場合がある。こ

の変形によって、各分岐導波路 4 3 a 、 4 3 b の側部も変形するため、導波

路パターンの設計通りの低損失化が実現されない場合がある。

[0035] ここで、特許文献 1 ~ 3 のようにスラブ導波路を用いた光分岐素子の場合

は、スラブ導波路は幅方向には光を閉 じ込めない構造のため、スラブ導波路

における光のパワー分布は、幅方向中央付近で特にパワーが高く、側部では

パワーが低い分布形状となる。そのため、突出部によってスラブ導波路近傍

の分岐導波路の側部が変形 したとしても、光損失に与える影響は小さい。

[0036] しか しながら、 Y 分岐型の光分岐素子の場合は、テ一パ導波路は幅方向に

光を閉 じ込めて導波するため、光のパワー分布は、側部でもパワーが高い分

布形状となる。そのため、突出部によってテ一パ導波路近傍の分岐導波路の

側部が変形 した場合は、光損失に与える影響が大きくなる。

[0037] これに対 して、本実施の形態 1 に係る光分岐素子 1 0 では、帯状導波路 4

a ~ 4 e は、分岐導波路 3 a 、 3 b の外側に突出しないように設けられてい

る。これによつて、上記のような各変形は発生 しないため、設計値により近

し、、より一層の光損失の低減が実現される。

[0038] 以上説明 したように、本実施の形態 1 に係る光分岐素子 1 0 は、より一層

光損失が低減されたものとなる。

[0039] (変形例 1 )

つぎに、実施の形態 1 の変形例について説明する。図4 は、実施の形態 1



の変形例 1 に係 る光分岐素子の模式的な断面図である。図 4 に示す光分岐素

子 1 O A は、図 1 に示す光分岐素子 1 0 において、 5 本の帯状導波路 4 a ~

4 e と緩衝導波路 5 に換えて、 1 0 本の帯状導波路 6 a ~ 6 j と緩衝導波路

5 A とを備えている。

[0040] 帯状導波路 6 a ~ 6 j は、分岐導波路 3 a 、 3 b の間を接続 し、かつ分岐

導波路 3 a 、 3 b の外側 に突出 しないように設けられている。

[0041 ] 緩衝導波路 5 A は、帯状導波路 6 a ~ 6 g の間を埋めるように設けられ、

テ一パ導波路 2 か ら離間するにつれて高さが減少するように形成 されている

[0042] テ一パ導波路 2 と、テ一パ導波路 2 に最も近い帯状導波路 6 a との間はた

とえば 1 . 5 m のギャップだけ離間 している。 また、各帯状導波路 6 a ~

6 j は、たとえば 2 2 m のステ ップだけ離間 して設けられてお り、かつテ

—パ導波路 2 か ら離間するにつれて幅が減少するように形成 されている。た

とえば、帯状導波路 6 a の第 1 幅を 1 4 m とすると、各帯状導波路 6 b 、

6 c 、 6 d 、 6 e 、 6 f 、 6 g 、 6 h 、 6 ί 、 6 j の幅は、約 1 2 . 5 m

、 1 1 . 0 , m 9 . 5 , m 8 . 0 , m 6 . 5 , m 5 . 0 , m 3 .

5 m 2 . 0 m 0 . 5 m であ り、幅が略線形 に減少するように形成

されている。 また、帯状導波路 6 a ~ 6 j の高さは 7 m であ り、テ一パ導

波路 2 と帯状導波路 6 a との間における緩衝導波路 5 A の高さは 3 . 5

であるため、テ一パ導波路 2 と帯状導波路 6 a との間のギャップの深さは 3

. 5 m となっている。 また、ギャップの深さは、帯状導波路 6 a 、 6 b 間

、帯状導波路 6 b 、 6 c 間、帯状導波路 6 c 、 6 d 間、帯状導波路 6 d 、 6

e 間、帯状導波路 6 e 、 6 f 間、帯状導波路 6 f 、 6 g 間で、それぞれ 4 .

2 , m 5 . 0 , m 5 . 7 , m 6 . 5 , m 6 . 8 , m 6 . 9 m と

なっている。

[0043] 本変形例 1 に係 る光分岐素子 1 0 A も、帯状導波路 6 a ~ 6 j が分岐導波

路 3 a 、 3 b の外側 に突出 しないため、光損失がより一層低減 されたものと

なる。



[0044] (変形例 2 )

図 5 は、実施の形態 1の変形例 2 に係る光分岐素子の模式的な断面図であ

る。図 5 に示す光分岐素子 1 O B は、図 1 に示す光分岐素子 1 0 において、

緩衝導波路 5 を削除した構成を有する。

[0045] この光分岐素子 1 O B においても、帯状導波路4 a ~ 4 e が分岐導波路 3

a 、 3 b の外側に突出しないため、光損失がより一層低減されたものとなる

[0046] (実施の形態 2 )

つぎに、本発明の実施の形態 2 について説明する。図6 は、実施の形態 2

に係る光分岐素子の模式的な平面図である。図6 に示すように、光分岐素子

2 0 は、図 1 に示す光分岐素子 1 0 において、 2 本の分岐導波路 3 a 、 3 b

と5 本の帯状導波路4 a ~ 4 e とに換えて、 2 本の分岐導波路 8 a 、 8 匕と

5 本の帯状導波路 9 a ~ 9 e とを備えている。

[0047] 2 本の分岐導波路 8 a 、 8 b は、テ一パ導波路 2 の光出力側に接続されて

おり、直線導波路で構成されている。分岐導波路 8 a 、 8 b は、入力導波路

1 およびテ一パ導波路 2 とともに、Y 字形状を構成するように配置されてい

る。これによつて、光分岐素子 2 0 は、Y 分岐素子として構成されている。

この分岐導波路 8 a 、 8 b も、石英基板上に形成され、かつ上部クラッド層

に上部および側部を囲まれるように形成されている。また、分岐導波路 8 a

、 8 b は、石英基板および上部クラッド層に対する比屈折率差が0 . 4 %に

なるように屈折率を高めた石英系ガラスからなる。分岐導波路 8 a 、 8 b の

断面のサイズは7 m X 7 mである。

[0048] また、帯状導波路 9 a ~ 9 e は、直線導波路で構成されており、分岐導波

路 8 a 、 8 b の間を接続 し、かつ分岐導波路 8 a 、 8 b の外側に突出しない

ように設けられている。帯状導波路 9 a ~ 9 e も、石英基板上に形成され、

かつ上部クラッド層に上部および側部を囲まれるように形成されており、石

英基板および上部クラッド層に対する比屈折率差が0 . 4 %になるように屈

折率を高めた石英系ガラスからなる。



[0049] また、テ一パ導波路 2 と、テ一パ導波路 2 に最も近い帯状導波路 9 a との

間のギヤップ、な らびに、各帯状導波路 9 a ~ 9 e の間のステ ツプおよび各

帯状導波路 9 a ~ 9 e の幅は、帯状導波路 4 a ~ 4 e と同様に設定されてい

る。

[0050] また、入力導波路 1 における光の伝搬方向 d 3 と各帯状導波路 9 a ~ 9 e

の長手方向 d 4 とは直交 している。 これによつて、交差による損失を最小限

にすることができ、結合効率を高める効果が最大限に発揮される。

[0051 ] この光分岐素子 2 0 においても、帯状導波路 9 a ~ 9 e が分岐導波路 8 a

、 8 b の外側に突出 しないため、光損失がより一層低減されたものとなる。

[0052] つ ぎに、帯状導波路の好適な数について説明する。図 7 〜図 1 0 は、帯状

導波路の数がそれぞれ 5 、 1 0 、 1 5 、 2 0 である場合に、帯状導波路の第

1 幅を変えたときの、帯状導波路のステ ップと光分岐素子の過剰損失との関

係を示す図である。なお、図 7 〜図 1 0 における光分岐素子の形状は、実施

の形態 1 に係る光分岐素子 1 0 の形状を基本 とし、帯状導波路の数を 1 0 、

1 5 、 2 0 に変更 したものである。帯状導波路の数や第 1 幅を変更 した場合

は、テ一パ導波路か ら最も遠い帯状導波路の幅は 0 . 5 m に固定 し、各帯

状導波路の幅を、テーパ導波路か ら離れるに従 って帯状導波路の幅が略線形

に減少するように設定 した。 また、図中、 N は帯状導波路の数を示 し、凡例

における I η ί w とは、帯状導波路の第 1 幅を示 している。

[0053] 図 7 、 8 に示すように、 Ν が 5 、 0 の場合は、過剰損失が最小付近にな

る最適化領域 S 1、 S 2 の範囲が広い。そのため、たとえばステ ップに製造

上の誤差等に対する トレランスが大きくなるので、量産に適する光分岐素子

となる。

[0054] —方、図 9 、 0 に示すように、 N が 1 5 、 2 0 の場合は、過剰損失が最

小付近になる最適化領域が狭 くなるので、誤差等に対する トレランスは小さ

くなる。 したがって、帯状導波路の数 としては 1 0 以下が好ま しい。 また、

帯状導波路の数の下限については、 2 以上であれば結合効率を高める効果が

あ り、 5 以上であれば結合効率を高める効果が大きくな り、より好ま しい。



[0055] (実施の形態 3 )

つぎに、本発明の実施の形態 3 に係る光分岐回路について説明する。図 1

1 は、実施の形態 3 に係る光分岐回路の模式的な平面図である。図 1 1 に示

すように、この光分岐回路 1 0 0 は、実施の形態 1 に係る 7 個の光分岐素子

1 0 がツリー状に多段接続され、 1 X 8 の光分岐回路を形成 している。なお

、 8 ポ一 卜側の4 個の光分岐素子 1 0 の出力側には、それぞれ出力導波路 3

0 が接続 している。

[0056] この光分岐回路 1 0 0 は、実施の形態 1 に係る光分岐素子 1 0 を備えてい

るので、より一層光損失が低減された光分岐回路である。

[0057] (実施の形態 4 )

つぎに、本発明の実施の形態 4 に係る光分岐回路について説明する。図 1

2 は、実施の形態 4 に係る光分岐回路の模式的な平面図である。図 1 2 に示

すように、この光分岐回路 2 0 0 は、実施の形態 1 に係る3 1個の光分岐素

子 1 0 がツリー状に多段接続され、 1 X 3 2 の光分岐回路を形成 している。

なお、 3 2 ポ一 卜側の 1 6 個の光分岐素子 1 0 の出力側には、それぞれ出力

導波路 3 0 が接続 している。

[0058] この光分岐回路 2 0 0 も、実施の形態 1 に係る光分岐素子 1 0 を備えてい

るので、より一層光損失が低減された光分岐回路である。

[0059] (実施例 、比較例 )

本発明の実施例 1 として、図 1 に示す構成の光分岐素子を用いた図 1 1 に

示す構成の 1 X 8 の光分岐回路を、上述 した P L C 作製プロセスを用いて作

製 した。なお、帯状導波路の第 1 幅は 1 4 m、ステツプは 2 2 m、数は

5 本、テ一パ導波路と帯状導波路とのギャップは 1 . 5 m とした。また、

各導波路の特性は実施の形態 1 で例示 した値とした。すなわち、たとえば分

岐導波路については、断面のサイズは 7 m X 7 m とし、石英基板および

上部クラッド層に対する比屈折率差を0 . 4 % とした。

[0060] —方、比較例 1 として、図 1 3 に示す構成の光分岐素子を用いた図 1 1 に

示す構成の 1 X 8 の光分岐回路を作製 した。帯状導波路の第 1幅は 8 m 、



ステ ップは 2 0 m、数は 3 0 本、テ一パ導波路 と帯状導波路 とのギャップ

は 1 . 5 m と した。テ一パ導波路か ら最も遠い帯状導波路の幅を 0 . 5 从

m と し、テーパ導波路か ら離れるに従 って帯状導波路の幅が略線形に減少す

るように各帯状導波路の幅を設定 した。 また、帯状導波路が各分岐導波路の

外側に突出 している長さは 1 0 0 m程度 とした。

[0061 ] 作製 した実施例 1 および比較例 1 の光分岐回路の 8 個のポー トの揷入損失

の平均損失を、 1 . 3 1 从 または 1 . 5 5 mの波長で測定 した。すると

、比較例 1 では、平均損失は 9 . 8 5 d B (@ . 3 l m ) 、 9 . 8 d

B (@ . 5 5 m ) だ った。 これに対 して、実施例 1 では、平均損失は 9

. 6 4 d B (@ . 3 m ) 9 . 6 3 d B (@ . 5 5 从 " と、比較

例 1 と比べて低損失であった。

[0062] (実施例 2 )

本発明の実施例 2 と して、図 4 に示す構成の光分岐素子を用いた図 1 1 に

示す構成の 1 X 8 の光分岐回路を作製 した。なお、帯状導波路の第 1 幅は 8

m、ステ ップは 1 4 m、数は 1 0 本、テ一パ導波路 と帯状導波路 とのギ

ヤップは 1 . 5 m と した。 また、各導波路の特性は変形例 1 で例示 した値

とした。

[0063] 作製 した実施例 2 の光分岐回路の 8 個のポー 卜の挿入損失の平均損失を、

1 . 3 1 从 または 1 . 5 5 mの波長で測定 した。すると、平均損失は 9

. 7 3 d B (@ . 3 m ) 9 . 6 8 d B (@ . 5 5 从 " と、比較

例 1 と比べて低損失であった。

[0064] (実施例 3 、比較例 2 )

本発明の実施例 3 と して、実施例 1 と同様の光分岐素子を用いた図 1 2 に

示す構成の 1 X 3 2 の光分岐回路を、上述 した P L C 作製 プロセスを用いて

作製 した。

[0065] —方、比較例 2 と して、比較例 1 と同様の光分岐素子を用いた図 1 2 に示

す構成の 1 X 3 2 の光分岐回路を作製 した。

[0066] 作製 した実施例 3 および比較例 2 の光分岐回路の 3 2 個のポー 卜の挿入損



失の平均損失を、 1 . 3 1 从 または 1 . 5 5 mの波長で測定 した。する

と、比較例 2 では、平均損失は 1 6 . 4 6 d B (@ . 3 m ) 6 .

3 9 d B (@ . 5 5 m ) だ った。 これに対 して、実施例 3 では、平均損

失は 1 6 . 0 6 d B (@ . 3 1 Ί ) 、 1 6 . 0 2 d B (@ . 5 5 m

) と、比較例 2 と比べて低損失であった。

[0067] (実施例 4 )

本発明の実施例 4 と して、図 6 に示す構成の、分岐導波路が直線導波路で

構成 された光分岐素子を用いた図 1 1 に示す構成の 1 X 8 の光分岐回路 を作

製 した。なお、帯状導波路の第 1 幅は 1 4 m、ステ ツプは 2 2 m、数は

5 本、テ一パ導波路 と帯状導波路 とのギャップは 1 . 5 m と した。 また、

各導波路の特性は実施の形態 2 で例示 した値 と した。

[0068] 作製 した実施例 4 の光分岐回路の 8 個のポー 卜の挿入損失の平均損失を、

1 . 3 1 从 または 1 . 5 5 m の波長で測定 した。すると、平均損失は 9

. 6 6 d B (@ . 3 m ) 9 . 6 5 d B (@ . 5 5 从 " と、比較

例 1 と比べて低損失であった。

[0069] (実施例 5 )

本発明の実施例 5 と して、図 5 に示す構成の光分岐素子を用いた図 1 1 に

示す構成の 1 X 8 の光分岐回路 を作製 した。なお、帯状導波路の第 1 幅は 1

4 m ステ ップは 2 4 m、数は 5 本、テ一パ導波路 と帯状導波路 とのギ

ヤップは 1 . 5 m と した。 また、各導波路の特性は変形例 2 で例示 した値

と した。

[0070] 作製 した実施例 5 の光分岐回路の 8 個のポー 卜の挿入損失の平均損失を、

1 . 3 1 从 または 1 . 5 5 m の波長で測定 した。すると、平均損失は 9

. 7 0 d B (@ . 3 m ) 9 . 6 5 d B (@ . 5 5 从 " と、比較

例 1 と比べて低損失であった。

[0071 ] なお、上記実施の形態および実施例では、光分岐素子および光分岐回路は

石英系ガラスか らなるが、他のガラス材料や有機材料を適宜使用できる。 ま

た、その作製方法も、 P L C プロセスに限定されず、導波路か らなる光分岐



素子および光分岐回路を作製できる各種作製方法を使用できる。また、上記

実施の形態および実施例に記載された各導波路の断面のサイズ、幅、比屈折

率差等の特性の数値は例示であって、光分岐素子および光分岐回路の構成材

料や、所望の特性に応 じて適宜設定することができる。

[0072] また、上記実施の形態により本発明が限定されるものではない。上述 した

各構成要素を適宜組み合わせて構成 したものも本発明に含まれる。たとえば

、実施の形態 2 において、実施の形態 1 のように緩衝導波路を備えるように

してもよい。また、さらなる効果や変形例は、当業者によって容易に導き出

すことができる。よって、本発明のより広範な態様は、上記の実施の形態に

限定されるものではなく、様々な変更が可能である。

産業上の利用可能性

[0073] 以上のように、本発明に係る光分岐素子および光分岐回路は光通信の分野

に利用 して好適なものである。

符号の説明

[0074] 入力導波路

テーパ導波路

3 a 、 3 b 、 8 a 、 8 b 分岐導波路

4 a 、 4 b 、 4 c 、 4 d 、 4 e 、 6 a 、 6 b 、 6 c 、 6 d 、 6 e 、 6 f 、

6 g 、 6 h、 6 ί 、 6 j 、 9 a 、 9 b 、 9 c 、 9 d 、 9 e 帯状導波路

5 、 5 A 緩衝導波路

1 0 、 1 O A 、 1 0 B、 2 0 光分岐素子

石英基板

1 上部クラッド層

3 0 出力導波路

1 0 0 、 2 0 0 光分岐回路

d 1、 d 2 方向

3 伝搬方向

4 長手方向



G ギャップ

0 中心

R 曲率半径

S ステ ップ

S 1 、 S 2 最適化領域

第 1 幅



請求の範囲

入力導波路 と、

前記入力導波路 に接続 したテーパ導波路 と、

前記テーパ導波路 に接続 し、前記入力導波路 およびテーパ導波路 と

ともに Y 字形状 を構成するように配置 された 2 本の分岐導波路 と、

前記 2 本の分岐導波路の間を接続 し、かつ前記 2 本の分岐導波路の

外側 に突出 しないように設 け られ、前記テ一パ導波路か ら離間するに

つれて幅が減少するように形成 された複数の帯状導波路 と、

を備 えることを特徴 とする光分岐素子。

前記複数の帯状導波路 は所定の間隔だけ離間 して設 け られているこ

とを特徴 とする請求項 1 に記載の光分岐素子。

1 0 本以下の前記帯状導波路 を備 えることを特徴 とする請求項 1 ま

たは 2 に記載の光分岐素子。

前記複数の帯状導波路の間を埋めるように設 け られ、前記テーパ導

波路か ら離間するにつれて高さが減少するように形成 された緩衝導波

路 をさ らに備 えることを特徴 とする請求項 1 ~ 3 のいずれか一つに記

載の光分岐素子。

前記テーパ導波路 と前記帯状導波路 との間は所定のギヤップだけ離

間 していることを特徴 とする請求項 1 ~ 4 のいずれか一つに記載の光

分岐素子。

前記 2 本の分岐導波路 および前記複数の帯状導波路 は曲線導波路で

構成 されてお り、かつ前記各分岐導波路 と前記各帯状導波路 とが直交

していることを特徴 とする請求項 1 ~ 5 のいずれか一つに記載の光分

岐素子。

前記 2 本の分岐導波路 および前記複数の帯状導波路 は直線導波路で

構成 されてお り、かつ前記入力導波路 における光の伝搬方向 と前記各

帯状導波路 とが直交 していることを特徴 とする請求項 1 ~ 5 のいずれ

か一つに記載の光分岐素子。



[ 請求項 8 ] 石英基板上 に形成 されていることを特徴 とする請求項 1 ~ 7 のいず

れか一つに記載の光分岐素子。

[ 請求項 9 ] 請求項 1 ~ 8 のいずれか一つに記載の光分岐素子が多段接続 して構

成 されていることを特徴 とする光分岐回路。
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